
（１）こどもの最善の利益

　保護者との関係性を重視するあまり、こどもの被害についての認識が薄れたり、対応
が遅れてはなりません。虐待は虐待者からの観点ではなく、こどもの視点から捉えます。
　　・こどもの心身の成長に悪影響は無いか。　
　　・こどもが苦痛を感じているか。
　危険度が高いと思われる場合、早急にこどもの安全確認を実施し、必要な場合には
安全な環境を確保します。

（２）虐待者への姿勢

ア 保護者のありのままを受容する

　時に保護者の意に反した対応もするとはいえ、気持ちは受容することが重要です。保護者

の置かれている状況や背景を理解し、つらさに寄り添います。また、努力に対しては労います。

イ 支援者としての立場

　「こうするべき」という指示的、指導的な態度は、「責められている」と受け止めら

れて介入を拒まれる原因になります。親子関係の再構築をめざすためには、受容と共

感の立場に立ち、一緒に考える関係をつくります。

（３） 関係機関の連携

ア 複数の機関での対応

　虐待には、多種多様な家庭的問題が含まれ

ている場合が多く、複数の機関が関わることで全体像が理解できることがあります。ま

た、各機関にはそれぞれ強みと限界があり、他の機関との連携が必要な場合があります。

　子ども家庭支援センターが「受理」し、要保護児童対策地域協議会の台帳に登載

されることで、情報交換と連携が可能になります。

イ 主担当機関の決定と役割分担

　複数の機関が譲り合い支援が抜け落ちないよう、役割分担を確認します。まず、主

担当機関が児童相談所なのか子ども家庭支援センターなのかを決めます。また、地

域の関係機関も含め、主たる援助者（キーパーソン）と連携する者の役割分担を明

確にします。各機関の考え方の違いや温度差が生じないよう、些細なことでも情報を

共有し、行動を確認しあう姿勢が必要です。

ウ 組織ぐるみの対応と進行管理

　一人の援助者のみの関わりは、思い込みによる偏った支援や、行き詰りの原因にな

ります。上司に相談する、会議で決定するなど、組織で対応し、進行管理をします。

４　虐待対応の基本原則

要保護児童対策地域協議会と

こども支援のネットワーク

要保護児童対策地域協議会と

こども支援のネットワーク

第2章

関係機関関係機関

待ったなし
隙間なし 取りこぼしなし

第1章  児童虐待の理解
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●代表者会議

要保護児童等に対する支援についての総合的な検討を行う

各機関の代表者が出席し、要保護児童等の支援に関する総合的な取り組みについて

の協議を行い、活動状況の報告及び評価を行います。

●個別ケース検討会議

個々のケースについて関係機関が意見交換し、対応方針や役割分担を決める

個別ケースに関わる実務担当者が出席し、支援経過の確認、今後の方向性や機関ご

との役割分担を協議します。

●実務者会議

要保護児童等の実態及び支援状況の情報交換を行い、各機関の役割や機能が
効果的に発揮できるようにする

児童相談所をはじめ各機関の実務責任者が出席し、要保護児童等に関する具体的施

策の実施状況等について協議します。

◇地域別会議……大森、調布、蒲田、糀谷・羽田の各地域で事例を交え、地域の

　　　　　　　　実情を踏まえた支援について協議します。

◇テーマ別会議…妊娠期、乳児期、幼児期、学齢期といった成長段階ごとでの支援

　　　　　　　　について協議します。

◇その他…………新規ケースについて情報交換や事例検討などを行います。

1 要保護児童対策地域協議会（要対協）とは

　被虐待児童だけでなく、保護や支援を要するこどもの早期発見と早期対応を目的とし、

児童福祉法第 25 条の２の規定に基づき設置しています。

　大田区では、学校、保育園、福祉事務所、保健所、医療機関、警察署、児童相談所など、

こどもに関わる様々な機関によって構成されています。

（☞P13  地域と関係機関のネットワーク図、P50  構成機関一覧）

2 対象となるこども等

・要保護児童　…　保護者の無い児童又は保護者に監護させることが不適当と認められる

児童（虐待を受けている児童など）

・要支援児童　…　保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童

　　　　　　　　　（虐待につながるリスクを減らすための支援が必要な児童）

・特定妊婦　……　出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認

められる妊婦

　　　　　　　　　（若年、傷病・障害、妊婦健診未受診、望まない妊娠などの理由で産

前からの支援が必要な妊婦）
　　　　　　　　　　　  ※「子ども虐待対応の手引き（こども家庭庁令和 6年 4月改正版）」より引用

3 要対協での子ども家庭支援センターの役割

・調整機関

　　情報交換や各種会議実施の中核となり、こどもの安全と安心に向けた連携がスムーズ

になるよう調整します。また、要保護児童等に関する台帳を作成し、支援状況の把握を

行います。

・要対協として調査の実施

　　要保護児童等の安全を目的として、要対協の構成機関以外に対しても情報提供を求め

ることができます（児童福祉法第 25 条の３）。具体的には、住民基本台帳の閲覧、医

療情報の取得、転入前の自治体の情報取得、出入国状況調査などがあります。

4 要対協の約束

・守秘義務　

　　要対協の構成機関の間では、速やかにこどもの安全を確保するため、守秘義務のもと、

必要な個人情報のやりとりをすることができます。

　　要対協の虐待対応においては、こどもの安全の確保が優先され、守秘義務違反や個

人情報保護法の法令違反とはなりません。

・隙間の無い支援

　　要保護児童等に対しては、緊急度や問題の背景に応じて、継続的な支援や専門的な

支援が必要となります。関係機関のはざまに陥らないよう、役割分担などの連携体制の

確認が必要です。

5 要対協の活動

ようたいきょう
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発見から通告まで発見から通告まで

第3章
6こども支援のネットワーク

　こどもに対する虐待の背景には、親子の関係だけではなく、夫婦や近隣、職場等の人間

関係の問題や、経済的問題、健康状態など様々なものが重なり合っている場合があります。

そのため、それぞれの機関の持つ情報や強みを組み合わせて支援をしていく必要がありま

す。

　また、虐待の早期発見・早期支援のためには、こどもや家庭が日常的に関わる機関や

地域の「目」がとても重要なものとなります。地域と関係機関によるネットワークが、こど

もの安全を守ります。

児童館

保健所

医療機関

福祉事務所

児童相談所

民生委員
児童委員

保護司
弁護士

警察署・
少年センター

幼児教育
センター

教育委員会・
教育センター

小・中学校

家族・親族

地域団体・
NPO

店舗・事業者
区施設

（窓口職員）

近　所

要保護
家庭

地 域地 域

要対協要対協

塾・習い事

子ども家庭
支援センター

こども家庭
センター

保育園
幼稚園

※外側の輪が要対協の構成機関。

　各機関が要対協の一員として、こどもへの支援を行っています。

地域と関係機関のネットワーク図

第２章　要保護児童対策地域協議会とこども支援のネットワーク
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